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共済組合では、お子さまの入学金や授業料、下宿代など教育に必要な資金の融資
をする貸付事業（入学貸付・修学貸付）を行っていますのでご案内します。
なお、今年度から修学貸付の貸付開始時期が、入学時には合格通知書が届いたと
きから、進級時は1 月から申し込みができるようになりました。
償還金は給与控除により返済いただきますので学費等の借入れをお考えの方はぜ
ひご利用ください。
ここでは、初めて進学したときの貸付についてご案内し、進級したときの申込み
方法は来年1 月号に掲載することにします。

貸付種類 入　学　貸　付 修　学　貸　付

貸付対象

　組合員またはその被扶養者（被扶養者でない子を含む）が次の学校に入学する場合の入学に要する費用
及び在学中修学に要する費用。
○ 学校教育法に規定する高等学校・大学（短期大学を含む）・大学院・専修学校・各種学校
○ 外国の教育機関で上記に準ずる学校

対象となる
費用

● 入学金等入学時に学校に納入する費用 　 ●授業料（年度ごと） 　 ●制服代・教材費等
●下宿代・アパート代等（年度ごと） 　 　 　 ● 電車・バス等の定期代（年度ごと）
●通学に使用する自転車、下宿等を始めるにあたって必要となる家財道具等

貸付金額
給料月額の6ヵ月分（上限200万円）
・必要費用の範囲内で1万円単位の貸付となります。

上限120万円（月10万円×12ヵ月分）
・必要費用の範囲内で1万円単位の貸付となりま
す。ただし120万円の貸付は、4月までに申込みの
場合に限ります。
※5月以降の 申込みの場合は、10万円×年度の残月
数分が上限となります。

〈例〉6月申込みの場合…90万円（月10万円×9ヵ月分）
　 7月申込みの場合…80万円（月10万円×8ヵ月分）

償還方法 貸付を行った翌月から元利均等償還
・修業期間中……元金据置で利息のみの償還
・卒業後…………元利均等償還
※据置期間中の一部繰上償還はできません。

利  率 年利率2.72%（一部負担金利率0.06%含む） 財政融資資金利率の変動により貸付利率も変動する場合があります。

申込書類

○普通・特別貸付申込書 　○印鑑登録証明書
○借入状況等申告書（他金融機関等からの借り入れがある場合、償還明細表の写しを添付）
○「対象となる費用」の確認できる資料
　入学案内書（入学金又は授業料の記載があるもの）、下宿先賃借契約書、制服代・教材費等の請求書等
の貸付資金の使途を確認できる資料の写し
○戸籍抄本（被扶養者でない子の場合提出）

・入学貸付の場合…合格通知書等の写し
・修学貸付の場合…合格通知書等の写し（ただし、入学後の4月以降の申込みの場合は在学証明書を添付）

申込期限・
貸付日

合格通知書が届いた日から平成24年4月末
日まで申込みできます。
・申込月の翌月28日に共済組合登録口座へ送金します。

合格通知書が届いた日から申込みできます。
・申込月の翌月28日に共済組合登録口座へ送金します。

貸倒金額・件数と保険料率の推移 保険料率貸倒金額
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年度 貸倒件数
貸倒金額

（保険金請求額）
保険料率 支払保険料 当期利益金

平成18年度 2件 1,057,019円 168／100万円 4,375,340円 2,349,455円

平成19年度 2件 1,691,161円 154.4／100万円 3,788,430円 2,684,995円

平成20年度 1件 656,159円 158.4／100万円 3,507,530円 2,832,320円

平成21年度 6件 6,260,385円 86.4／100万円 1,889,790円 3,167,712円

平成22年度 2件 2,918,243円 158.4／100万円 2,988,100円 2,217,250円

平成23年度 ※ 0件 ※ 0円 297.6／100万円 （予算）5,496,000円 （予算）▲ 2,391,000円
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平成23年中に居住の用に供した方の控除額の計算は以下のとおりです。
平成22年度以前に居住の用に供した場合の計算方法や（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の控除額の計算や

手続について詳しくは国税庁のホームページ【 http://www.nta.go.jp/ 】をご覧ください。

区　　　分 住宅借入金等の年末残高の合計額
各年の住宅借入金等の年末
残高の合計額に乗ずる控除率

控除期間

住宅借入金等特別控除 4,000万円以下の部分の金額 1～10年目 1％ 10年間

認定長期優良住宅の新築等に係
る住宅借入金等特別控除の特例

5,000万円以下の部分の金額 1～10年目 1.2％ 10年間

特定増改築等
住宅借入金等特別控除

増改築等住宅借入金等の年末残高の合計額（A）
1,000万円以下の部分の金額（注）

1～ 5 年目 1％

5年間
うち特定増改築等住宅借入金等の金額（B）

200万円以下の部分の金額
1～ 5 年目 2％

（注）特定増改築等住宅借入金等特別控除の場合には、（A）と（B）の合計で1,000万円を限度とします。
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【入学前にお申込みの場合の修学状況の確認について】
入学したことの確認のため、4月以降に共済組合指定の様式で入学したことの報告をいただきます。

※平成23年度は、平成23年9月30日までの実績となります。
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